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森町地域公共交通計画アップデート化事業支援委託業務について 

別紙「森町地域公共交通計画アップデート化事業支援委託業務 仕様書（案）」のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 7-1 



森町地域公共交通計画アップデート化事業支援委託業務 仕様書（案） 

 

１ 業務名  

森町地域公共交通計画アップデート化事業支援委託業務  

 

２ 業務の目的 

  本町では、令和４年３月に町内の公共交通の方向性を示す「森町地域公共交通計画（以下、

「現計画」という。）」を策定し、森町における今後の少子高齢化の進展を見据え、かつ、より

良い公共交通施策の展開に向けて、鉄道、路線バス、タクシーなど既存交通手段に加え、新た

な交通手段の可能性を含めた総合的な交通体系の構築や町民をはじめとする人々の移動の利便

性の向上、また、持続可能な地域公共交通ネットワークの構築を目指して各施策に取り組んで

きた。 

しかし、現計画策定以降も、人口減少や少子高齢化の進展に伴う路線バスの利用者の減少や

減便・廃止、バス事業者等における乗務員不足の深刻化などにより、交通事業者自らの経営努

力だけでは現在の公共交通サービスを維持することが困難な状況となっている。一方で、令和 

7 年 3 月に国土交通省より、各地域における厳しい地域交通の現状に対応しながら、自家用車

に頼りすぎることなく、誰でも気兼ねなくお出かけできる社会の実現を目指し、モビリティデ

ータを活用しつつ、課題に対して先手で対応できる「地域公共交通計画」へのアップデートを

求められている。 

このような状況を踏まえ、路線バスや森町地域公共交通バスを将来にわたって維持していく

ために、各交通手段の役割分担や課題を明確化したうえで、森町にとって実態に即した公共交

通体系の方向性を整理し財政負担を踏まえた持続可能な運行のあり方を検討し実効性の高い内

容へとアップデートした「森町地域公共交通計画（以下、「本計画」という。）」を策定するも

のである。  

 

３ 履行期間  

契約締結日の翌日から令和 9 年 3 月 31 日まで  

 

４ 提出書類  

受託者は、業務の着手及び完了にあたって、森町の契約約款に定めるものの外、下記の書類

を提出しなければならない。 

 ⑴ 着手届 

 ⑵ 工程表 

 ⑶ 管理技術者等届 

 ⑷ 職務分担表 

 ⑸ 完了届 

 ⑹ 納品書 

 ⑺ 業務委託料請求書 



 

５ 策定する計画の期間 

  令和９年度から令和 13 年度まで 5 年間 

（令和 9 年 4 月 1 日から令和 14 年 3 月 31 日） 

 

６ 業務内容 

 ⑴ 計画準備 

   本業務目的を十分に把握したうえで、業務の実施方法、内容、スケジュール及び実施体制

を整えるものとする。 

 ⑵ 関連計画及び地域概況整理 

  ア 関連計画の収集及び整理 

    総合計画等の上位計画及び交通関連計画を整理し、森町が目指す将来像及び公共交通に

関する基本方針 

  イ 森町の概況整理 

    交通需要が発生する背景となる森町人口の推移や分布、人の移動、都市機能特性を把握

するとともに主要施設の立地状況等の都市構造特性、近隣市町との関係性について把握す

る。 

  ウ 公共交通等の概況整理 

    以下の項目について整理を行い、森町の公共交通の現状と把握、分析を行う。 

   ① サービス水準の整理 

     町内を運行する公共交通路線の運行状況及び提供されるサービス水準を整理する。 

   ② 公共交通の利用状況 

     町内を運行する公共交通路線の利用状況について、路線変遷（路線新設、変更、廃止

等）と合わせて整理する。 

   ③ バス事業の実態整理 

     町内を運行する公共交通路線の運行に係る経費及び内訳となる国、道補助金、町補助

金、収支率等を整理する。 

 ⑶ 地域公共交通計画（案）の作成 

   整理された課題を反映させるとともに、次に記載された事項を盛り込んだ網形成計画につ

いて検討し、計画案を提示する。 

  ＜計画に盛り込むべき事項＞ 

  ① 森町がめざす都市像 

  ② 公共交通維持・活性化の基本方針 

  ③ 計画の区域と計画期間 

  ④ 目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項 

  



 ⑷ 交通会議の運営支援 

   受託者は、地域公共交通会議に必要な資料の作成、会議の出席及び議事録等を作成する。

また、業務内容の円滑な履行に向けて、委託者との情報共有を進めるために必要な情報を提

供し、十分な回数の協議を行うものとする。なお、地域公共交通会議の開催回数は、４回程

度とする。 

 

 ⑸ 補助事業等に係る申請書類の作成支援 

 

 ⑹ 打合わせ協議 

   受託者は、本業務の実施期間中において委託者と緊密な連絡を保ち業務を行わなければな

らない。また、打ち合わせが必要となった時は随時、打ち合わせを実施するとともに打ち合

わせ記録簿を作成し、その都度提出するものとする。 

 

７ 成果品 

  本業務の成果品は Word、Excel 形式を基本とし、納品後は委託者が修正及び印刷が可能な

状態でデータを作成するものとする。 

  成果品はすべて委託者の所有、帰属するものとし、委託者の承認を受けず他に公表、貸与ま

たは使用等をしてはならない。なお、本業務が完了した後においても、受託者の責めに帰すべ

き理由により不良個所が発見された場合は、速やかに必要な措置を講じるものとし、これに要

する経費は受託者が負担するものとする。 

成果品名 数量 備考 

計画書（電子データ） １式 Word、Excel、PDF 形式 

 

８ その他 

 ⑴ 町の地域特性を充分理解し、業務を遂行する。 

 ⑵ 業務の遂行に当たっては、町の担当者と緊密に連携・協議し行うものとする。 

 ⑶ 本委託業務に基づき、作成された成果品に関する著作権の一切の権利は、森町に帰属す

る。 

 ⑷ 受託者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）を遵守し、業務上知

り得た個人情報等の秘密を他に漏らしてはならない。また、業務終了後も同様とする。 

 ⑸ 成果物納入後に発生した、受託者側の責による不備が発見された場合は、速やかに必要な

措置を行うものとし、これに対する経費は受託者の負担とする。 

 ⑹ 受託者は、本事業の全部を第三者に再委託してはならない。 

 ⑺ 本仕様書に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、必要に応じて町と受託者で

協議して決定する。 

 ⑻ その他発注者が必要とする書類 

   なお、承認された事項を変更しようとするときは、その都度承認を受けるものとする。 


